
書式第12号 (法第28条関係 )

令和7年度 事業報告書
令和7年4月 1日 から令和8年3月 31日

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人  コアネット
1.事業の成果

(1)キヤリア教育支援事業

東京地区:都立高校向けの出前授彙として、計20校・66クラスで実施した。その他中学向けマナー講座1件に対応した。
受益対象者総数2,250人。
日西地区:出前授業では兵庫県の県立高校1校、私立高校1校で実施。長期講座は大学で1校実施したが、高校では実施がなかった。

(2)教科教育支援事業

東京地区:ロボットプログラミング授業は11月 ～3月に10回に分けて、効率的な授業を実施した。49回 .受益対彙者1.568人。企栞学校と連携
したものづくり教室は小学校11校及び出張型3か所実施。受益対象者は005人。ものづくり・理科実験数室は東京地区で小学生対象8回 .曼
益対象者フ2人。
神奈川地区で学習センター3か所5回、受益対魚者77人。新たに,日県京都地区でものづくり数室を1回実施。受益対象者24人。
日西地区:ロボットプログラミング摂業の実施校・団体は計画を上回る12校で実施、従事者数及び受益者数ともに計画を上回り、受益対象者
1.105人。企集、学校と連携したものづくり数室は8校。受益者数は624人。ものづくり・理科実験教室は幼児から小学生まで小学校や施設等
でのイベントで29回実施。受益対魚者は672人。DX教育は実施実績がなかつた。

(3)地域の活性化やまちづくり支援事業
「しながわ地域貢献活動展」に参加してものづくり教室を開催し、多くの子供たちがものづくりを体験した。受益対象者は30人。

(4)中小企業、ベンチヤー企業に対する指導と助言、経営支援事業
東京地区:品川区亭集の支援実績なし。板橘区事業は具体的な支援案件はなかつたが、いたばし産業見本市に参加

日西地区:各企業の個別課■解決支援は1社、12回。各企集の個別課題解決支援(DX推進)では1社 24回

2.事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総額【12,366千 円】)

定軟に配載された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事彙費
(千円)

1.小学校から大学院の各種
学校に対するキヤリア教育支
援事業

口話系授業
R7年 4月 ～
R8年 3月

明峰高校
神戸籠谷高校

延
7人 高校生

延76人
計5回

80

1～ 2時限の出前授業
R7年 4月 ～
R8年 3月

●立高等学校
専 21校

延べ174人
高校生/中
学生

21回

延べ2.250人
757

長期(半期・年間)の講座
R7年 5月 ～
R8年 3月

1日谷大手
経済学部
先蟷理工学部

延
4人

大学:～
4年生

Eフ50人

計4回
242

2.小学校から大学院各種学
校に対する教科教育支援事
業

ロボツトプログラミング授
業

R7年 5月
～R8年 3月

小.中.高
13校

延
297人

小学～
高校生

1“回
延2.673人

1.258

企業、学校と連携したも
のづくり教室

R7年 4月
～R8年 3月

小学校8校

他3か所
延
200人

小学4～
6年生

24回

延1.529人
8.314

行政機関、NPO等と連
携したものづくり・理科実
験数室

R7年 4月 ～
田年3月

小学校0校

学習C等4か
所

延
215ノに

小学生他
43回

延845人
:,4413

DX教育
R7年 4月
～R8年 3月 実績なし 1

3.地域の活性化やまちづく
り支援事業

しながわ地域貢献活動
展

R7年 11月 品川区役所
きゅりあん

延13人 幼児～小学生
1回

延00人
44

4.中小企業、ベンチヤー企
業に対する指導と助言、経営
支援事業

各企業の個別課題解決
支援

R7年4月 ～
R8:年 3月

各支援先
延
26人

1社
12回
延12人

80

各企業の個別課題解決
支援(DX推進)

R7年 4月
～R8年 3月 各支援先 延17人 1社

24回

延35人
:34

5.その他この法人の目的を
達成するのに必要な事業

実施予定なし 0



書式第 13号 (法第 28条関係)

令和7年度 活動計算書
特定非営利活動法人 コアネット

20,000
99o,OOO

責助会員受取会■
個人寄附金
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(1)小学校から大学院の各種学校に対するキャリア教育支援事業収益

(2)小学校から大学院の各種学校に対する教科教育支援融 益

(3)地域の活性化やまちづくり支援事業収益

81

792 OOベ ヤ ー4

1.994,051
7,470,848

0

事務費
業務委託資
通信費運搬員
交際貴
会議■
賃借料
保険料
地代家貸
水道光熱■
消耗品費
租税公課
広告宣伝貴
支払手数料
譜会貴
旅■交通費
講師謝金
講師諸経費
振込手数料
減価償却費
雑■
期首棚卸
期末棚卸
消費税等

4.413
1.454.685
202,945
25,865
0

2,7001
1.600

1,634.482
59.293
4.094.317

0
14,0591
0

1.000
2.983.546
187.776
1.620,0001
67.944
40,3541
0

29,300
‐58.600

01

1

2.36 .6

理費

217
福 利

事務費

業務委託費

通信費運搬費

交際賣
会議貴

賃僣料

保険料

地代宗質

水道光熟費

消耗品費

租税公課

広告宣伝,
支払手数料

諸会費

旅賣交通費

講師謝金

講師諸経費

振込手数料

減価償却費

難費
期首棚卸

期末棚卸

消費税等

647
190,515.
65.538
3,922
0
0,

21.670
213.518
8,048
36,085
5,971'
276.081
21,130
10,000
244,622
0
01

9,350.
4,646
514.800
0
01

33.800
■  ‐ |

-4
経 常

災春損失

D

582

1事 業 報 告 用 |



書式第 15号 (法第 28条関係)

令和7年度 貸借対照表
コアネット

事 業 報 告 用

小計・合計目 金  額
の

現金

普通預金

未収入金

前払費用

20,686
19,992,249
441,800
162,708
58,600

45,0001
1

―括償却資産

産

，

一

(3)投資その他の資
敷金

（
υ
００Ｏ

´
′
０

【A】資 産 合 計 ①+② 20,790,043

未払金

前受金

預り源泉税

未払消費税

の

424,397
156,000
2,0421
33,800

，

一

0固定負債合計 ・・・

前期繰越正味財産額

本支店

20,588,453
0

「

~

B-2 正

+ B-2B

科



令和7年度 計算書類の注記

特定非営利活動法人

重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法人会計基準(2010年 7月 20日 2017年12月 12日最終改正 NPO法人会計基準協議会)
によつています。
(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
棚卸資産は最終仕入原価法によつています。
(2)固定資産の減価償却の方法
固定資産の減価償却は、定額法によつています。
(3)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によつています。

2.事業別損益の状況

事 業 報 告 用

コアネット

合 計
3.地域の活性
化やまちづくり
支援事業

4.中小企業、
へつチャー企業に
対する指導と
助言、経営支援
事業

5.その他、こ
の法人の目的
を達成するの
に必要な事業

事業部門計 管理部門科目

1.小1彎交から
大学院の各種
学校対するキャ
リア教育支援
事業

2.小学校から
大学院の各種
学校に対する
教科‐教育支援
事業

0
3.100,000

0
10.256.899

0

240,000
0
0
0

37.691

240,000
3.100,000

0
10,256,899
37,691

1,994,051

3.100.000

7.470,848 792,000

13.356.899 277.691 13.634.59010.570.848 792,0001,994,051

23,217 23,217
23.21723,217

652,994
912.165
115,337
7,412
0

2,700
1,600

1,634,482
59,293
4,094,317

0
14,059
0

1,000
2,983.546
187,776
1.620,000
67.944
40,354
0

29,300
-58,600

0
12.365.679

647
190,515
65,538
3,922
0
0

21,670
213,518
8,048
36,085
5,971
276,081
21,130
10,000
244.622
0
0

9,350
4,646
514,800
0
0

33,800
1.660.343

653,641
1,102,680
180,875
11,334
0

2,700
23.270
1,848,000
67,341
4,130,402
5,971
290,140
21,130
11,000
3,228,168
187,776
1,620,000
77.294
45,000
514,800
29,300
-58,600

33,800
14,026.022

3251
nl

5,0391
2431
3611
∩ |

701
・

 11

1.0001
23,3291
0

9,000
304

28
4,581

5
29,682
4,885
237

1,599
0
13
0
0

14,914
30,000
101,500
827
1.615
0
0
0
0

220,160

０

０

０

４

９

０

８

４

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

472
122874
21,498
3,935
0

2,700
0

137.281
5.414
23,987
0

0
0

303,234
157,776
295,500
6,387
2,492
0
0
0
0

1,084,892

1,342

652.489
755,028
88,629
3,240
0
0

1,600
1,458,138
52,777
4,068,370

0
12,625
0
0

2.642.069
0

1,214,000
60,426
36.247
0

29,300
-58.600
0

11,016,338
12.365.679 1,683.560 14,049,23911.016.338 44.289 220,1601,084,892

‐414.649571.840 991.220 ‐1,405,869909.159 ‐445,490 -44,289

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.その他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費
福利厚生費
人件費計
(2)その他経費
事務費
業務委託貴
通信費運搬費
交際費
会議員
賃借料
保険料
地代家員
水道光熱費
消耗品費
租税公課
広告宣伝費
支払手数料
諸会費
旅費交通費
講師謝金
講師諸経費
振込手数料
減価償却費
雑費
期首棚卸
期末棚卸
消費税等
その他経費計
経常費用計
当期経常増減額

3.使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等はありません。

4. その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正昧財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な事項
・ 事業員と管理■の按分方法

全事業、管理に関わる業務委託費、事務所家賃、事務所の通信費、共通で使用する消耗品費などの共通費を、各事業、管理に直接要した費用(固有の事業

■)の比率で按分しています。直接費用の割合に応した共通費がかかるとの考えで按分していて、ほぼ実態を反映していると考えています。

|



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和7年度 財産目録
特定非営利活動法人 コアネット

事 業 報 告 用

の

現金預金

東京手元現金

関西手元現金
三井住友銀行普通預金(東京)
三井住友銀行普通預金(関西)
ゆうちよ銀行(東京)
ゆうちよ銀行(関西)
未収金
キヤリア教育支援事業収益(東京)
未納会費(9名分)(東京)
前払費用
R8年4月家賃(東京)

20,012,935

441,800

162,7081

58,600

20 676 043

77,000

58,600

414,800
27,000

77,000
8,708

R8年4月家賃(関西)
火災保険2年間契約(26/4～ 27/2)(関西)
棚卸資産
ものづくり教室備品(スクローラー等)

の3年目償却の +
(1)

45 000経理用パソコン(
，
一

69,000
69,000

，

一

●

”́

泊

Ｈ

の

1 4

敷金

3)

+ 790 04

未払金

会員交通費等(東京)
諸経費(電話、ガス、通信費)(東京)
前受金
R7年度会費50名分(東京)
R7年度会費2名分(関西)
預り金

ゲスト講師源泉徴収
未払消費税等
R7年度消費税等

424,397

156,000

616 2

2,042

33,800
2,042

33,800

416,195
8,202

150,000
6,000.

【B-1】負 債 合 計 ③+④ 616,239

【B-2】正 味 財 産 合 計 【A】―【8-1】 20,173,804

20,686
0

10,850,590
9,140,585

01

1,074

負 債 の 部



書式第18号 (法第28条関係) 事 業 報 告 用

令和7年度年間役員名簿 鰍電需1謝謝出晰郷蹴
=8籍
出躍円脚に

特定非営利活動法人  コアネット

1確認事項(法第20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

′

以下の役員には、欠格事由者が含まれません。(法第20条関係)

各役員について、親族の規定に違反していません。(法第21条関係)

′

2役員一覧

役 名
(フリガナ) 前亭来年度内

の就任期間
颯■を受けた期間
(麟饉者のみに日入)氏  名

理事
ミヤサ
・
キケンサク 令和7年4月 1日

令和8年3月 31日宮崎 顕作

＾
‘ 理事

ヨシナカ
・
スナオ 令和7年4月 1日

令和8年3月 31日良永 順

理事
キサカ カス
・
ヒコ 令和7年4月 1日

令和8年 3月 31日木坂 ―彦

′
４ 理事

キタヤマ マサノフ 令和7年4月 1日

令和8年3月 31日北山 正信

理事
ハキ
・ワラタツオ 令和7年4月 1日

令和8年3月 31日萩原 違男

理事
アンドウ マサオ 令和7年4月 1日

令和8年3月 31日安藤 正夫

理事
スス
・
キ ヒロナリ 令和7年4月 1日

令和8年3月 31日鈴木 弘成

理事
アキタ  トオル 令和7年4月 1日

令和8年3月 31日秋田 徹

理事
オオシママサユキ 令和7年4月 1日

令和8年3月 31日大島 正幸

ｎ

） 理事
ナカ
°
ナワマサシ

 

令和7年4月 1日

令和8年3月 31日永縄 雅史



役 名
(フリガナ)

前事業年度内
の戯任期間

颯目を受けた期間
(麟当者のみに

=入
)氏  名

11 理事
タナカカス
・ミツ 令和7年4月 1日

令和8年3月 31日日中 ―光

●
Ｚ 監事

オカタ
・
ケイシ
・ロウ 令和7年4月 1日

令和8年3月 31日岡田恵二郎

ａ

．

15

16

17

０

一

20

，

４

22

，

一

24

，

一

(2頁 )



書式第4号 (法第10条・第28条関係 )
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令和8年3月 31日現在 設 立 ・ 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 コアネット

氏 名

宮崎 顧作

つ

４ 良永  順

木坂 一彦

４

● 北山 正信

萩原 達男

´
０ 安藤 正夫

鈴木 弘成

０
０ 秋田  徹

Ｏ

ン 大島 正幸

10 永縄 雅史  

11 田中 一光

12 岡田恵二郎

■

■




